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1――はじめに 

2022年度から、人工授精等の一般不妊治療と体外受精・顕微授精等の生殖補助医療（ART）の一

部が新たに保険適用になった。これまで生殖補助医療の実績は、（公社）日本産科婦人科学会が公表

する ARTデータブックによってのみ把握できたが、保険適用の拡大により、保険診療分について

は、他の保険診療と同じように、厚生労働省が提供する各種医療統計や NDBデータ等のデータベー

スからも情報を得ることができるようになった。厚生労働省の報告によると、2022年度の実患者数

は約 37万人（一般不妊治療約 10万人，生殖補助医療約 27万人）で、主な治療として、人工授精が

31万回、採卵術が 20万回、胚移植術が 21万回、保険診療として算定された。 

本稿では、ARTデータブックと NDBデータ（NDBオープンデータとして公表されている情報）を

比較しながら、保険適用後の受療実態を概観する。保険外で先進医療として認められた技術について

は、厚生労働省の中央社会保険医療協議会で報告されている実績を用いる。 

ただし、各データの集計期間はそれぞれ異なり、ARTデータブックは暦年（1月～12月）、NDBオ

ープンデータは年度（4月～翌年 3月）、先進医療の実績報告は 7月～翌年 6月を 1年として集計さ

れている。月別データが公表されているのは NDBオープンデータのみであるため、本稿では、可能

な範囲で分析対象期間をそろえながら、実施状況の概要を確認する。 

 

2――受診実績 

1｜生殖補助医療実施総件数（ＡＲＴデータブック） 

日本産科婦人科学会が公表する ARTデータブックでは、年間（1月～12月）の生殖補助医療の実

績が集計されている。保険適用が始まった 2022年の総治療（採卵または胚移植）件数の年齢構成
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を、5年前（2017年）の年齢構成と比較し

た（図表 1）。なお、総治療件数は年々増

加しているため、ここでは総治療件数を 1

とする年齢別の構成比を示すことで年齢構

成の違いをみた。 

2022年は 2017年と比べ、20代後半～30

代の構成比が高いこと、さらに前後の年齢

と比べて 42歳の割合が突出して高いこと

が特徴としてあげられる。42歳の突出に

ついては、2022年 3月末まで実施されて

いた特定不妊治療費助成事業の影響が考え

られる。同事業では、助成回数は 1子につ

き 6回（40～42歳に治療を開始した場合

は 3回）が上限とされていた。4月からの保険では、新たに 1子につき 6回（40～42歳には 3回）の

枠が設けられたことから、3月までに助成で上限回数に達していた人が保険適用を待って治療を再開

した可能性がある。この影響は、特に 2022年に 42歳だった患者で顕著だと考えられ、今後は、助成

制度から保険への切り替わりの影響が薄れるにつれて、この年齢における突出も徐々に解消していく

と考えられる。 

一方、20代後半～30代の構成比の増加は、2022年の保険適用によるものだけではなく、特定不妊

治療費助成事業の見直しや、社会環境の変化の影響もあると考えられる。図表 2に示すとおり、治療

者全体や出産に至った患者の平均年齢は、2015年をピークとして、この 10年は低下している。その

背景として、2004年度にはじまった特定不妊治療費助成事業は 2015年度までは、一人あたりの助成

回数に制限はあったが年齢の上限は設けられていなかったが、2016年以降は、助成対象者の年齢に

上限1が設けられた。さらに、2015年に閣議決定された「少子化社会対策大綱」では、「学校教育段

階において、専門家の意見を参考にしながら、妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知識を

適切な教材に盛り込む」こととされた。高校保健体育の副教材で女性の妊娠のしやすさの年齢による

変化が盛り込まれ2、妊娠のしやすさが年齢に関係していること、また、男女ともに不妊の原因にな

る可能性があること、若いうちからライフデザインを考える重要性を授業で扱うようになった。 

2021年は、保険適用を見据えて、それまで患者一人あたりの助成回数が定められていたが、子１

人につき 6回（40～42歳に治療を開始した場合は 3回）に拡充されたほか、所得制限も撤廃され

た。その結果、相対的に年齢が高い患者が助成対象に加わったと考えられ、図表 2の治療者の平均年

齢も 2021年に一時的に低年齢化のスピードが落ちている。 

  

 
1  40歳未満は 1人当たり 6回、40歳以上 43歳未満は 3回とされた。 
2  2015年 8月に作成された教材は、後に誤ったグラフが使われていたことが判明する等の問題が見つかり、大きな議論を

呼んだ。 

図表 1 総治療者年齢構成の比較（2017年、2022年） 
 

 
（出典）（公社）日本産科婦人科学会 

「ARTデータブック（2022、2017年）」に基づき筆者作成 
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なお、図表 1、2に示すように、治療者の年齢

構成は若年に広がっているが、2017年からの 5

年間で、生殖補助医療を希望する人口の年齢構

成は変わっている可能性があることや、それぞ

れの患者が何回目の治療で出産に至っているの

かは、このデータからはわからないため、患者

が自分の希望するタイミングで治療が開始でき

るようになっているのかはわからない。しか

し、日本産科婦人科学会が生殖内分泌委員会委

員および臨床倫理監理委員会推薦委員を対象に

実施した意見聴取では，「保険診療への制度変更

により不妊治療全体が良い方向に向かっている

か」に関して，「強く思う」～「ある程度そう思

う」と回答した施設が 7割を超えた。その理由

として、保険適用により、不妊治療に対する患

者の心理的抵抗感が減少したことと、経済的負担が軽減したことにより、若い患者が受診するように

なったこと、職場やパートナーの理解を得やすくなったことをあげていた3。 

 

2｜保険適用分の件数（ＮＤＢオープンデータ） 

NDBには、原則としてすべての保険診療に関する情報が蓄積される。このまま蓄積が進めば、個

人ごとに生涯にわたって受けた診療を把握することも可能となるデータベースである。現在は、許可

された分析に対して目的に応じ必要な項目が提供されているほか、性・年齢群（5歳刻み）、地域別

（都道府県、2次医療圏）、診療月別などの集団に関する集計結果が、年度別（4月～翌年 3月）に

NDBオープンデータとして厚生労働省のサイトから公表されている。 

2022年度および 2023年度の NDBオープンデータから、今回保険適用となった高度生殖補助医療

のうち「採卵術」と「胚移植術」について、診療月別実施件数の推移を図表 3に示す。採卵術では、

保険適用直後である 2022年 4月の実施件数が、胚移植術では 4月および 5月の実施件数がやや低か

ったものの、その後はおおむね横ばいで推移した。保険適用に際しては、年度をまたぐ一回の治療に

ついて、経過措置として 2022年 3月末まで実施されていた特定不妊治療費助成事業による助成金も

対象となっていたことから、一部の患者は助成金で治療を行った可能性がある。また、採卵術の実施

件数が胚移植術の実施件数を上回ったのは最初の 4か月のみであり、2022年 8月以降は胚移植術の

方が多く実施されていた。1回の採卵で複数個の胚ができる患者が多いことによると考えられる4。 

 
3  厚生労働省 第 565回中央社会保険医療協議会（2023年 11月 17日）資料「不妊治療の保険適用に関する関連学会からの

意見」（https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/001168439.pdf） 
4  保険を使って凍結した余剰胚がある場合、胚移植が優先となり、次の採卵は保険適用されない。2023年度の NDBオープ

ンデータによると、1回の採卵で 2～5個の胚ができる割合がもっとも高いが、若年では 10個以上の割合も高い 

図表 2 治療者・出産者の平均年齢の推移 

 
（出典）（公社）日本産科婦人科学会 

「ART データブック（2022、2017 年）」に基づ

き筆者作成 
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図表 3 診療月別「採卵術」「胚移植術」実施件数（保険診療分） 

 
 

（出典）厚生労働省「NDBオープンデータ（第 9回、第 10回）」に基づき筆者作成 

 

ARTデータブックにおける 2023年データと、第 9回と第 10回 NDBオープンデータから 2023年 1

月～12月の実績を比較すると、ARTデータブックにおける全年齢の 8割程度が、42歳以下の実施件

数の約 9割程度が保険適用だった5。42歳以下で保険適用外となっているのは、上限回数に達した人

か、保険適用外の技術を使うため全額自己負担で治療を受けている人であると考えられる。 

 

3｜先進医療実施件数（先進医療の実績報告） 

2022年の保険適用拡大にあたっては、「生殖医療ガイドライン6」における推奨レベル A（実施する

こと等を強く勧められる）と B（実施すること等が勧められる）に該当する医療技術は、原則とし

て、保険適用とされた。推奨レベル C（実施すること等が考慮される）の医療技術は保険適用外とさ

れたが、医療機関から申請のあったものは、順次審査を経て先進医療で実施することになった7。 

先進医療には、未承認・適用外の医薬品や医療機器の使用を伴わない医療技術等で人体への影響が

小さいとされる先進医療 Aと、未承認・適応外の医薬品・医療機器の使用を伴う医療技術等で、安

全性や有効性を考慮して実施され、実施環境・技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要す

ると判断される先進医療 Bに分けられる。2022年 4月時点では、不妊治療に関する先進医療 Aは 7

技術だったが、次々追加され、2024年 6月末の時点で、不妊治療に関連する先進医療 Aは 12技術、

先進医療 Bは 2技術となっている。 

2023年 7月 1日～2024年 6月 30日までの 1年間について、実施状況をみると、先進医療 Aの 12

 
5  「ARTデータブック 2023」には、年齢別移植数は掲載されているが、本レポート記載時点で年齢別採卵数は掲載されて

いない。ただし、2022年までの年齢別採卵数によると、42歳以下は全体の 8割程度だったことから、2023年の 42歳以

下の採卵数を、全採卵数の 8割程度と見なした。 
6  保険適用拡大にあたって国の要請のもと作成された。国内外で広く、頻繁に行われている検査・治療を対象に、国内外

の文献・ガイドラインから、そのエビデンスレベルを考慮したうえで、益と害のバランス、価値観や好み・浸透度、コ

ストや資源の利用を加味して推奨レベルを A（実施すること等を強く勧められる）、B（実施すること等が勧められる）、

C（実施すること等が考慮される）の 3段階で評価している。 
7  村松容子「不妊治療の保険適用拡大後の受療実態（https://www.nli-research.co.jp/files/topics/76625_ext_18_0.pdf）」ニッセ

イ基礎研究所 基礎研レポート（2023年 11月 7日） 
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技術は計 172,946件（先進医療費は計約 76億円）、先進医療 Bの 2技術は計 389件（同 計約 1億

円）実施されている。これは、先進医療 Aの総実施件数 175,505件（同 約 113億円）の 98.5％（同 

67.6％）、先進医療 Bの総実施件数 1,764件（同 6.5億円）の 22.1％（同 16.4％）にあたる。 

着床前胚異数性検査（PGT-A）8は、ガイドラインにおける推奨レベルが Bだったが、まだ検査精

度がまだ発展段階と判断され、2023年 4月に先進医療 Bとされ、対象も流産や死産を繰り返してい

る場合等に限られた。当初は、安全や有効性について重点的な観察・評価するための期間を 2028年

3月末、実施予定数を 383件の計画として実施していたが、2023年 7月 1日～2024年 6月 30日に

332件（先進医療費 約 9,700万円）を実施しており、2025年 9月に、流産や死産を繰り返すパート

ナーなどに限っていたルールを見直し、高年齢（35歳以上が目安）の不妊症のパートナーにも広げ

る方針を示した9。現在、採卵する人の 75％程度が 35歳以上なので、対象者は大幅に増えることに

なる。 

 

3――医療費への影響 

今回、データで示したのは採卵や胚移植の件数であるが、これらの施術に必要な検査や処置、投薬

なども増加している。厚生労働省が公表した「令和４年４月に保険適用となった不妊治療に係る診療

行為の医療費について10」によると、人工授精や抗ミュラー管ホルモン（AMH）等の検査を含めて、

2023年度の医療費は約 991億円だった。これは国全体の概算医療費（約 47.3兆円）の約 0.21％に相

当する。25～44歳の女性に限定すれば、例年の医科医療費の 6％程度を占める規模となる。 

患者が負担するのはその 3割程度で、残りは加入している公的医療保険が負担する。不妊治療にか

かる費用については、保険適用前の調査で採卵や胚移植を含めて 1回あたり 50万円前後11とされて

おり、現在も同程度と仮定すると、保険適用後は 3割負担となっても 15万円程度になる。高額療養

費制度で定める自己負担限度額を超える世帯も多いと考えられ、その場合は、自己負担限度額近くま

で軽減される。さらに、不妊治療は比較的短期間に集中的に行われることが多く、過去 12か月以内

に自己負担限度額に 3回達した場合は、いわゆる「多数回該当（高額療養費制度における 4回目以降

の軽減措置）」の条件を満たすため、4回目以降の患者の負担はさらに軽減される。 

一方で、先進医療の技術を用いた場合、その部分は全額自己負担となる。さらに、先進医療に含ま

れていない技術を用いる場合は、全額患者負担となるため、依然として経済的負担は大きい。そのた

め、多くの自治体では、保険適用外の治療費を対象とした独自の助成制度を設けているのが現状であ

 
8  厚生労働省 先進医療技術審査部会資料によると、胚盤胞の栄養外胚葉細胞を４～５細胞生検し、染色体数的異常の判定

を行う。数的異常を認めない胚を優先的に移植することで、着床率・妊娠率の向上と流産率の低下が得られるとされて

いる。 
9  重い遺伝性の病気が子どもに伝わる可能性を受精卵の遺伝子から調べる「着床前遺伝学的検査（PGT-M）」は、検査の実

施には倫理的な議論などが欠かせないため、日本産科婦人科学会と日本医学会が連携して議論を進めていくことが発表

されている。（2025年 6月 28日 日本経済新聞「日産婦、着床前診断で日本医学会と連携へ 検査の審査体制手厚く」） 
10  厚生労働省「令和４年４月に保険適用となった不妊治療に係る診療行為の医療費について

（https://www.mhlw.go.jp/content/001297075.pdf）」 
11  厚生労働省 子ども・子育て支援推進調査研究事業「不妊治療の実態に関する調査研究 最終報告書

（https://www.mhlw.go.jp/content/000766912.pdf）」（2021年 3月） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001297075.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000766912.pdf
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る。 

なお、医療費の 7割および高額療養費制度で患者負担が軽減された分は公的医療保険が負担する。

そのため、組合健保など規模の小さい保険者や、加入者の年齢構成が若年層に偏っている保険者にと

っては、財政への影響が出る可能性がある。 

 

4――おわりに 

上述のとおり、日本産科婦人科学会の意見聴取では、保険診療への制度変更は不妊治療全体を前向

きに進めるものと評価されている。これまで不明確だった患者数の実態も、42歳以下については他

の保険診療と同様に把握可能となり、患者数や医療費、他の疾患との関連など、多様な情報が得られ

るようになった。これにより、出産に至るための知見も蓄積していくことを期待したい。 

保険適用の最大の目的は、子どもを望むパートナーが、より早期に、身体的・経済的負担を抑えて

治療を受けられる環境を整えることである。保険適用後は、年齢や治療回数の上限を超えた患者や先

進医療を希望する患者に向けた助成金制度も多くの自治体で創設され、地域差が出てきている可能性

がある。今後は、実際に治療開始年齢が早まっているか、より早期に、身体的・経済的負担を抑えて

出産できているか、医療機関の偏在や施設ごとの質の差が生じていないかを継続的に確認することが

求められる。 

一方で、制度上の制約も残されている。助成金時代と同様に、年齢要件や回数要件が設けられてい

ることから、患者からは上限緩和を求める声が引き続き寄せられている。また、9月に対象範囲が拡

大された着床前胚異数性検査（PGT-A）については、さらなる対象の拡大を求める声もあるが、リ

スクや安全性への配慮から慎重に研究が進められているようだ。35歳以上を目安として対象が拡大

されたが、現在、実施できる施設は限られていることから、将来的に知見の蓄積とともに施設数の拡

大も望まれる。 

なお、2022年の治療実績を 2017年と比べると、最も伸び率が高かった年齢区分は 50歳以上だっ

た。第 2次ベビーブーマー世代がこの間に 50歳を迎えたことでこの年代の人口が増えたことが大き

な要因であるが、年齢を重ねても子どもを望むパートナーが存在していることを示している。この点

は、今後の治療機会や情報提供の在り方を考えるうえで、重要な示唆である。 
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